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１  はじめに 

 

本市では、昭和 50 年代前半から社会資本整備を集中的に行ってきたことなどによる地

方債残高の累増により公債費が激増し、平成 15 年度からは多額の財源不足が生じる見込

みとなっていました。このため、平成 13 年度から平成 17 年度までを計画期間とする「長

井市行財政改革大綱」及び「長井市行財政改革推進実施計画」、これらの計画と連動する

「長井市財政計画」などを策定し、財政の健全化に取り組んできました。この取り組み

により、公債費のピークの時期は乗り切ることができたものの、平成 19 年度予算におい

ては、歳入の伸びが期待できない中、公債費の高止まりや社会保障関係経費の増嵩など

から多額の財源不足が想定されたため、特定目的基金からの繰り入れを計画し、最終的

に 1億 6,000 万円を繰り入れることによりこの財源不足を補てんしてきました。 

このような経過を踏まえ、本市では平成 19 年度を「財政危機脱出元年」と位置づけ、

平成 17 年度に策定した「長井市自立計画」及び「長井市行財政改革推進実施計画 2006

～集中改革プラン～」の見直しを行い、より一層の財政健全化に取り組んできました。 

この結果、平成 19 年度末に 562 万円となっていた財政調整基金残高は、平成 24 年度

末では 8億 5,704 万円と見込まれ、財源の年度間調整等の機能を回復することができまし

た。 

平成 25 年度当初予算編成にあたっては、平成 25 年度を「長井市再生へ飛躍の年」と

位置づけ、重点施策としての「人口 30,000 人復活に関する事業」枠に予算を重点配分し、

引き続き財政の健全化に配慮しながら、市民生活の安心・安全と地域の活性化、産業の

振興及び雇用の確保を目指す予算としました。 

今後の財政状況を展望すると、歳入においては、東日本大震災や超円高等の影響によ

り個人市民税、法人市民税とも横ばい、固定資産税は減収傾向が続くと見込まれていま

す。地方交付税（通常収支分）については、平成 25 年度地方財政対策において、交付税

の原資となる所得税、法人税、消費税、たばこ税及び酒税の法定率分 11 兆 2,304 億円の

みでは賄えず、平成 24 年度からの繰越金や国の一般会計からの加算措置等の臨時措置分

6兆 2,676 億円を加算せざるを得ない状況となっており、交付税特別会計が抱える 33 兆

円を超える債務の存在とあわせ、今後の見込みについて注視する必要があります。歳出

においては、公共下水道事業特別会計への繰出金の大幅な減少が見込まれる一方、公債

費の減少傾向が終わり、社会保障関係経費の高止まりも懸念されます。また、投資的経

費については、生涯学習プラザ運動公園整備事業などに引き続き取り組むとともに、新

たに市役所庁舎や学校等の老朽化対策事業にも取り組むものとしています。 

計画期間中の各種財政指標については、実質公債費比率において引き続き改善が見込

まれる状況となっています。しかしながら、地方債現在高において残高の増加が見込ま

れるなど、今後の財政運営に留意する必要があります。 

この「長井市財政の中期展望」は、現行の実施計画などに基づいて施策を実施する場

合の収支の状況を示すことにより、今後の行財政運営の参考とし、また、各種計画等を

見直す場合の指針とするものとして策定しています。 
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２  試算の前提条件 

  (1)  試算する会計 

試算は、一般会計を対象としています。 

 

  (2)  試算の期間 

試算の期間は、平成 25 年度から平成 29 年度までの 5年間としています。 

 

(3)  推計の方法 

   各事業課等からの試算に基づき推計しています。なお、平成 26 年度以降は、財政

調整基金及び減債基金からの繰り入れについては行わないものとして推計します。 

主な歳入歳出の推計方法は以下のとおりです。 

  

歳 入 

① 市税 

固定資産税及び都市計画税を除く市税については、生産年齢人口の推移、税制改

正による影響額などを勘案し推計します。固定資産税及び都市計画税については、

現在の地価の状況等を加味し推計します。 

   ② 交付金 

    利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自

動車取得税交付金及び交通安全対策特別交付金について、平成 25 年度当初予算と同

額で推計します。 

  ③ 地方交付税 

   普通交付税については、地方財政対策で示された枠組みに基づき、平成 19 年度か

ら平成 21 年度に行われた国の一般会計による特例措置（地方負担分の肩代わり分）

に係る精算や繰り延べられていた交付税特別会計借入金の償還などを勘案し、これ

ら特例措置の交付税総額に対する割合により当市の増減額分を推計します。基準財

政需要額の事業費補正、密度補正及び公債費については、個別に加減算して推計し

ます。また、平成 28 年度及び平成 29 年度については、平成 27 年度に実施される国

勢調査の影響を見込みます。 

   特別交付税については、現行の交付税総額の 6％が、平成 26 年度に 5％、平成 27

年度以降は 4％に段階的に引き下げられるものとして推計します。 

   ④ 国・県支出金 

   計画期間内に実施が予定されている事務事業に連動して推計します。 

   ⑤ 市債 

   各年度に実施を予定している投資的経費について、現行の充当率で算定します。

臨時財政対策債については、今後も制度が継続されるものと仮定し推計します。 

   ⑥ その他の歳入 

   各年度の事業費の動向や過去の決算額の推移などを参考に推計します。 



 - 3 - 

  歳 出 

   ① 人件費 

   職員人件費については、定員適正化計画に基づき、業務に応じた人員を確保する

ものとして推計します。 

   ② 扶助費 

   平成 25 年度当初予算をベースとした各課の試算を集計します。 

③ 公債費 

   既に発行している市債の元利償還金及び今後の投資的経費の財源とするために発

行する市債、臨時財政対策債の元利償還金を推計します。なお、借換え及び繰上償

還に係る経費は見込まないものとします。 

④ 投資的経費 

   各事業課等からの試算をベースに推計します。なお、大規模事業として、都市再

生整備計画に基づく事業、大規模改造工事未実施の小中学校における大規模改造事

業等を見込んでいます。また、市役所庁舎の耐震化・老朽化対策として庁舎改築を

見込み、平成 28 年度及び平成 29 年度に必要経費を計上しています。 

⑤ 繰出金 

  公共下水道事業に対する繰出金について、下水道事業債の償還を平準化するため

に発行が認められている資本費平準化債の発行を縮小し、平成 26 年度以降は発行を

止めるものとして推計します。 

⑥ その他の歳出 

   基本計画の実施計画及び平成25年度当初予算に基づく各課の試算をベースに推計

します。 
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３  財政収支の見通し                        （単位：千円） 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

歳 
 
 
 

入 

市 税 3,177,569 3,127,837 3,034,837 3,013,837 2,988,837 

地 方 譲 与 税 157,201 157,201 157,201 157,201 157,201 

交 付 金 341,800 341,800 341,800 341,800 341,800 

地方特例交付金 9,700 9,700 9,700 9,700 9,700 

地 方 交 付 税 4,210,000 4,331,000 4,384,000 4,273,000 4,314,000 

国 ・ 県 支 出 金 2,365,858 2,222,221 2,070,925 2,059,699 1,844,927 

市 債 1,172,500 1,269,800 1,174,100 1,203,800 2,157,700 

うち臨時財政対策債 558,000 543,500 529,400 515,100 500,200 

そ の 他 765,418 578,771 577,789 578,723 579,898 

計 12,200,046 12,038,330 11,750,352 11,637,760 12,394,063 

歳 
 
 
 

出 

人 件 費 2,210,682 2,246,821 2,212,796 2,175,997 2,166,890 

扶 助 費 1,998,337 2,038,272 2,039,378 2,015,610 2,005,776 

公 債 費 1,043,448 1,019,404 1,076,532 1,089,488 1,137,569 

物 件 費 1,537,446 1,405,080 1,393,316 1,373,638 1,387,002 

補 助 費 等 1,601,269 1,531,137 1,565,391 1,582,946 1,540,694 

繰 出 金 1,762,826 1,762,158 1,735,146 1,691,868 1,616,296 

投 資 的 経 費 1,552,845 1,539,818 1,330,853 1,403,858 2,586,486 

そ の 他 493,193 487,866 487,349 486,874 483,080 

計 12,200,046 12,030,556 11,840,761 11,820,279 12,923,793 

歳 入 － 歳 出 0 7,774 △90,409 △182,519 △529,730 

※平成 25年度については、平成 24 年度からの繰越明許予定額及び補正予算第 1号を加算しています。 

 

４  財政調整基金等の残高                                              （単位：千円） 

 財 政 調 整 基 金 減 債 基 金 合   計 

平成 25 年 3 月 31 日現在見込高 857,042 33,447 890,489 

 

５  各種指標等の見通し（普通会計ベース） 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

財 政 力 指 数 0.416 0.417 0.412 0.404 0.400 

経常収支比率（％） 91.7 92.6 93.1 94.3 94.4 

実質公債費比率（％） 16.0 15.2 13.6 12.5 11.7 

将来負担比率（％） 138.6 141.2 138.7 140.5 145.4 

地方債現在高（千円） 11,261,542 11,667,828 11,931,960 12,223,379 13,431,590 

※実質公債費比率は、前 3ヵ年の決算見込値の平均値 


